
 

第６次内閣府本府政策評価基本計画（改正案）のポイント 

 

第６次内閣府本府政策評価基本計画（以下「基本計画」という。）の改正
に当たって、基本計画決定時から変更した主な箇所は以下のとおり。 

 

１．証拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ）の推進について 

政府全体におけるＥＢＰＭの推進が図られている中、平成 29 年５月

19日の統計改革推進会議の最終取りまとめにおいて、政策評価について

も「統計等データ利活用の推進及び統計等データの評価書等への明記」

などの取組を進めることとされている。 

内閣府においては、平成 29 年度中に政策評価の計画等にＥＢＰＭ推

進に必要な事項の反映を図ることとしており、基本計画の「４ 政策効

果の把握に関する事項」に「統計等を積極的に利用してＥＢＰＭを推進

する観点から」定量的な評価手法の開発等に努める旨を明記する。 

 

２．規制の政策評価について 

「政策評価に関する基本方針」（平成 17 年 12月 16日閣議決定、平成

29 年７月 28 日一部変更）において、規制に係る政策の事後評価が新た

に義務付けられたことから、「７ 事後評価の実施に関する事項」に当該

項目を新設する。 

これに伴い、「６ 事前評価の実施に関する事項」と「７ 事後評価の

実施に関する事項」の構成を整理する。 

 

３．政策評価体系（別紙）について 

政策評価体系は、これまで基本計画及び実施計画に別表として定めて

きており、毎年度、新たな実施計画の決定の都度、機械的な改正を要し

ていたところ、今後は実施計画において定めることとし、基本計画から

別表を削除する。 

【参考】政策評価の実施に関するガイドライン（平成 17 年 12 月 16 日政策評価各

府省連絡会議了承）（抜粋） 

１ 政策の体系化 

(2) 政策体系の明示 

政策体系については、あらかじめ明示し、基本計画あるいは実施計画を策定

する際に併せて公表することを基本とする。また、政策体系に変更・追加があ

った場合は、適切に対応するものとする。 
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